
はじめに

　現在、シンクタンクでは政策提言を含め、政策研究をいかに行っていくかが大きな課

題となってきている。こうした中で、道路関係４公団の民営化を巡り、本四公団の債務

処理ともあいまって、本四架橋の通行料金がどうなるのかが、地元の大きな関心事となっ

ている。

　昨年暮れの道路関係四公団民営推進

委員会の意見報告をみると、地元１０府県

市の３橋を誘致した地元責任、地元負担

が大きくクローズアップされ、どういう

訳か公団に資金を提供し、ここ数年１７兆

円もの膨大な利益をあげている財政投融

資、いわばメーンバンクの負担が全く蚊

帳の外に置かれてしまっている。

　あろうことに、先般、国土交通省（財

務省）は、現行の通行料金に比べわずか

１０％、しかも１年限りの引き下げを条件に２兆１４百億円もの財投の元利負担が国民に転

嫁されている。このまま道路４公団が民営化されると、かっての国鉄民営化と同様膨大

な負担が国民に転嫁されるのではないであろうか。

　この本四３橋、いずれも国道であるにもかかわらず、ただでさえ高い高速道路の数倍

もの料金がドライバーに課せられている。昨年、「高速道路並みの通行料金」を求め、

地元を中心に２３０万人近い署名を集めている。「地方からの変革と地域経済の再生」に向

け、本四架橋の通行料金を、国民に負担をかけないでせめて高速道路並みに引き下げら

れないか、以下、検証を行った。
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（要約）

　平成１０年３月に閣議決定された「２１世紀の国土のグランドデザイン」では、本四３

ルートを踏まえ、四国地域は「国内外にわたる広域的連携型発展の先導的地域」、中国地

域は「多様な主体の参加と連携の下でグローバルな交流を進める多軸、分散型発展の先

導的地域」と位置づけられ、近畿圏も含め現在各ルートに沿った連携軸構想が進められ

ている。本四架橋はいわば、関西経済圏の要ともなっているのであり、まさに国家プロ

ジェクトそのものである。

　���世界第２位、経済大国日本であるからこそ３本もの橋が架けられたのである。「仏

造って魂入れず」の譬えがある。仏（本四架橋）は造ったが、魂（低料金）が入ってい

ない。ドイツが世界に誇る高速道路「アウトバーン」、ユーロ圏内の車が通行するが、

通行料金は無料である。日本が技術の粋を集めて建設した「本四架橋」、せめて高速道路

並みの低料金が実現できればまさに魂が入り、名実ともに日本が世界に誇る資産となり

うる。のみならずこれによって停滞している関西経済圏に内需拡大への大きな新風をも

たらすことにもなるのではないであろうか。

　現在、構造改革の一環として、道路関係４公団の民営化が平成１７年度の実現を目指し

て論議されている。しかしながら、こと、本四架橋に関して今大事なことは、民営化よ

りも、むしろ、いかに国民に負担をかけないで「高速道路並みの通行料金」を早く実現

するか。そのためには膨大な剰余金（１４年度末約１７兆円）を生じている財投が今こそメー

ンバンクとしての責任を果たす、そこまで踏み込まないと真の構造改革にはつながらな

いのではないであろうか。

　１７兆円のうち２兆４，８４５億円は、後述のとおりいわば特別利益である。これを償却原資

（公団債権の放棄と一般会計への繰入）に活用すれば、高速道路並みの通行料金を実現す

ることができ、道路関係４公団の民営化もスムースにいくのではないだろうか。英断が

またれる次第である。
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本四架橋処理の考え方



１．地域経済再生への考察

　昨今は地方交付税や補助金、道路特定財源などの見直しも含め限られた財源を、東京

を中心とした大都市部に集中投下することで経済の再生を図る、という基調が読み取れ

取れる。その結果、地方と都市との対立という軋轢が生じるが、むしろ、都市住民が地

方の恩恵を受けるような政策を打ち出していくことが重要ではないかと考えられる。

　欧米人が日本人を揶揄する言葉として象徴的なものが「エコノミックアニマル」、「う

さぎ小屋」である。日本の現役世代は都市の高齢者層を中心に１，４００兆円も貯め込む一方

で、わずか８０�ほどのマンションに年収の数倍もの金を費やしている。耐久消費財もと

ころ狭しと並べられ、欧米人の広い住宅からみれば足の踏み場もない。

　考えてみれば、敗戦後の日本においては、マイカー、ゴルフ、海外旅行、別荘といえ

ば、金持ちのステイタスであり、マイカーの取得に年収の５倍を要していた時期もあっ

た。今日では、マイカー、ゴルフ、海外旅行は若者でも楽しめ、家庭でセカンドカーが

持てる時代となっている。あと手に入れていないのは別荘（セカンドハウス）というこ

とになる。

　もし、「うさぎ小屋」に住む都市住民が「田舎に広大な土地やセカンドハウスを持ち、

余暇を利用してガーデニングや森づくりを楽しみながら、地球環境保全に貢献、後世に

豊かな自然を残していく」（生活空間倍増論）、こうしたライフスタイルが実現できれば

どうであろうか。真の意味で欧米に追いつき追い越すことができるのみならず、内需拡

大に大いに貢献できるのである。

　資源が乏しいといわれる日本であるが、今日、地方へ行けば、荒廃した森林、利用さ

れないまま放置されている間伐材や耕作放棄地、農林家の空き家といった安価で膨大な

遊休不動産が発生している。１００万円もあれば１，０００�のガーデニング用地（畑）と１万

�の山（薪炭林地）が買える計算になる。また、最近では住宅戸数が世帯数を１５％ほど

上回っている。加えて、少子高齢化等の進展から、空き家予備軍ともいえる高齢者の単

独世帯は９２万戸（９５年）から２０２０年には３０６万戸に増加することが見込まれている。
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不動産価格等比較表（平成１５年３月末）



　四国は、その約７５％が森林で占められ、その６割が人工林という世界有数の森林王国

である。この森林資源に現在、追い風が吹いている。平成９年の地球温暖化防止京都国

際会議で、日本は二酸化炭素を中心とする温室効果ガスを１９９０年比で２００８～２０１２年まで

の間に６％削減されることが決められた。このうち、３．８９％を森林で吸収することが認

められ、日本の森林、とりわけ人工林の地球温暖化防止への貢献度は極めて高いものと

なっている。

　前記「２１世紀の国土のグランドデザイン」では、豊かな自然に恵まれた中山間地域を、

２１世紀の国土のフロンティアとして位置付け、庭園の島（ガーデンアイランド）ともい

うべき世界に誇りうる日本列島を実現、自然との共存を図り、全国的に経済的な豊かさ

と自然環境の豊かさの両立を図ることが計画の目標となっている。

　田舎にあるこうした膨大な遊休不動産、これを都市住民の遊休資金（過剰貯蓄資金）、

遊休人材（失業者等）、遊休時間（余暇時間）とうまく結びつけ、新列島改造「生活空

間倍増論」を打ち出せば、内需（消費）拡大や雇用創出に向けた大きな牽引力になるの

みならず、都市と地方との交流を通じて地方の活性化にもつながるのではないか。

　残念ながら、こうした交流と連携を阻害している大きな要因の一つが本四架橋の異常

ともいえる高い通行料金である。
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２１世紀「庭園の島」（ガーデンアイランド）構想



２．本四架橋の開通と通行量推移

　本四３橋の開通によって、次表のとおり、本四間の時間的距離が大幅に短縮され、そ

の生活圏や商圏は飛躍的に拡大している。

　しかしながら、本四間の旅客流動（１日当たり旅客数）の推移をみると、昭和６３年４

月、鉄道併用橋である瀬戸大橋開通に伴い１３万３千人と急増し、その後も１２万人台の高

い水準で推移している。その後、平成１０年４月に神戸鳴門ルート、翌１１年５月に尾道今

治ルートが開通し、あわせてルートの通行料金を平成１０年４月から２割引き下げたもの

の、旅客流動全体の伸びは小さいものとなっている。

　ただ、その内訳をみると、フェリー・旅客船から本四３橋への転換が進み、鉄道を含

めた本四３橋への依存度は７割にまで高まってきている。また、３橋間では鉄道併用橋

である瀬戸大橋が５４％となお過半を占めているものの、鉄道部門のウェイトが低下し、

神戸鳴門ルートのウェイトが高まるなどモータリゼーション化が進展してきている。

このように、旅客流動全体の伸びが小さいのは、四国の魅力づくりもさることながら、

異常に高い通行料金がネックになっていることではないだろうか。
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架橋開通による所要時間と３時間到達圏の変化



３．通行料金の割高感

　本四架橋の通行料金については、この７月からこれまでの特別料金より１割安い新料

金が適用されている。本四架橋の通行料金を他の高速道路や��と�当たりの通行料金で

比較してみると、次表のとおりであり、本四架橋、とりわけ瀬戸中央自動車道（早島～

坂出）の割高感が際だっている。

　瀬戸大橋全体の事業費は１兆１８百億円であるが、鉄道併用橋であるため、自動車道と

して道路部分のみの事業費を取り出せば６７百億円であり、本四３橋の中ではもっとも事

業費は少ないものとなっている。しかるに�当たりの通行料金でみると、海上部分の単

価を高く設定しているため、１１１円／�と、東京～神戸間（２１円／�）の実に５．４倍もの

高さである。

　しかしながら、瀬戸大橋の鉄道部分である児島～坂出間は、事業費５０百億円要してい

るのに２２円／�と、東京～岡山間１４円／�の１．６倍の高さにとどまっている。同じ併用橋

でありながら、鉄道には国（一般会計）の負担によってほぼ他地域並みの安い通行料金

が適用されているのに、道路には異常に高い料金が設定されている。��やフェリー業界

を救済するため道路料金を高く設定するという考え方も一理ある。しかしながら、モー

タリゼーション化が進展していく中で四国経済のハンディキャップを真に解消していく

ためには、自動車道の通行料金を思い切って引き下げることが必要である。
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高速道路（普通車）・JR（普通料金）比較



４．本四公団の財務の現状

　本四公団は、他の日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団と同様、主に

財政投融資（郵便貯金等）からの借金で道路の建設を行い、通行料金で管理費と金利を

賄いつつ借入金を一定の期間（料金徴収期間）内に返済していく有料道路制度を採って

いる。

　この４公団の財務状況をみると、次表のとおりである。本四公団を除く他の３公団は

ほぼ採算が採れているのに対し、本四公団は通行料金収入（売上）で借入金の利息すら

賄えず、その損失補てんをドライバーの負担（政府出資）や地元の負担（地方公共団体

出資）、さらには借増し（いわゆる利貸し）で補ってきている。借入金の償還準備金（収

支差）も皆無となっており、現状のままでは債務超過解消の見通しも立たず、他の３公

団に比べ極めて厳しい状況に置かれている。公表されている金融庁の検査マニュアルか

らみると、民間企業であれば、いわば実質破綻先、不良債権分類で言えば､ 分類に相当

する。民間金融機関であれば即、全額償却すべき状況となっている。

　では、現在の通行量を前提に採算を採り、なおかつ高速道路並みの料金を実現するた

めには、どうすればいいのか。公団債務を減らすしか方法はない。平成１３年度の損益を

ベースに単純に試算してみると、次表のとおりである。
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４公団の財務諸表（平成１４年度）



　現状の３兆８千億円の債務を抱えたままでは、費用が１，５０４億円かかり、現行の通行量

では基本料金の１．４４倍にしないと採算が取れないことになる。

　また、今回１兆３４百億円の財投債務をドライバー（道路特定財源）が肩代わりしてい

るが、現行の通行量ではほぼ基本料金にしないと採算（１．０２倍）が取れないことになる。

　しかしながら、メーンバンクが債権放棄し公団債務がなくなれば、通行料金を高速道

路並みの１／４（０．２４倍）に引き下げても、現状の通行量で採算が取れることになる。

　こうした観点に立って高速道路並みの低料金を実現していくためには、国の政策決定

責任、ひいては本四公団のメーンバンクである財投特会の貸し手責任論に触れざるを得

なくなってくる。

５．国の政策決定責任

　この本四架橋については、３橋を誘致した地元責任、地元負担が大きくクローズアッ

プされている。しかしながら、本四架橋は、６９年５月に閣議決定された「新全国総合開

発計画」において３ルート着工が決定された国家プロジェクトである。重要なことは、

その後７３年の石油ショックに伴う総需要抑制策で瀬戸大橋ルートに事実上一本化されて

いたものを８５年中曽根内閣当時、貿易赤字に悩むアメリカから内需拡大を強く求められ、

再度３ルート着工に戻したということである。もし、瀬戸大橋ルート一本化で処理して

いれば、本四公団の財務もここまでひどくはならなかったであろうし、また通行量の増

大により通行料金もかなり引き下げることができていたのではないかと考えられる。橋

を作ってほしいと地元が陳情はしたが、それを決定したのは政府であり、地元に責任を

押しつけるのではなく、政府もそれなりの責任を担うべきではないであろうか。

　特に今般の一連の措置によってドライバー（道路特会）や地元の出資負担は平成３４年

度まで延期され、その負担額の推計は次表のとおりである。高速道路の数倍もの異常に

高い通行料金に昭和４５年以降、実に半世紀以上にわたって出資負担しなければならない

ことになる。よしんば出資金が返還されるとしても、公団が借金を返済し終えた平成５８

年度以降、これから４０年以上も先のことである。抜本的な対策が必要ではないだろうか。

― ―��

公団債務の増減による採算収入（平成１３年度ペース）



　さらに問題提起したいのは、地元１０府県市が本四公団に拠出している出資金である。

毎年２６７億円出資されているが、その原資の９割が地方債の対象（一般単独事業、交付税

措置の対象外）となっている。つまり自治体によっては出資の財源を財投特会からの借

入れによって賄っているということである。

　その資金が本四架橋の建設という資本的支出に充てられるならともかく、本四公団が

借り入れした支払利息の補てんに費やさ

れていることは、前記公団の財務諸表をみ

てもあきらかである。いいかえると、本四

公団への追い貸し（利息貸し）で増えた貸

し金を回収するため、地方公共団体に迂

回融資し、その金を本四公団に出資させ

て回収を図っている。サラ金業者ならま

だしも、果たして財投特会という国の機関

がやるべきことだろうか。もし、金融機関がこうした手法で貸し金を回収していたとす

れば、金融庁の検査で厳しく指摘されることになるのではないであろうか。

　地方債は地方財政法第５条（地方債の制限）の趣旨により原則として建設事業の財源

に充てるのが筋であり、欠損補填資金に充てられた出資金の返済可能性は極めて低いの

ではないであろうか。

６．メーンバンク財投の貸し手責任

�　こうした中、本四公団のメーンバンクである財政融資資金特会の財務状況をみると、

次表のとおり、金利低下局面での調達・運用期間のタイムラグ等からここ数年膨大な利

益が生じ、１３年度は５兆４千億円もの利益を計上している。因みに、日本企業の利益額

トップのトヨタ自動車ですら６，１５８億円の利益である。こうした利益の累計額（剰余金）

は１４年度末で実に約１７兆円にも達している。
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本四公団への出資状況



�　今般、「本州四国連絡橋公団の債務の負担の軽減を図るために平成１５年度において緊

急に構ずべき特別措置に関する法律」（以下、緊急措置法という）を制定し、本四公団

の財投債務１兆３４百億円を道路特定財源に肩代わりさせている。しかしながら、

�　この道路特定財源は、自動車ユーザー（ドライバー）が道路整備費用を負担するた

めに納税しているものであり、その財源が足りないことを理由に、７４年（昭和４９年）以

降実に四半世紀にわたり、本則税率の倍以上の負担がユーザーに課せられている。

　肩代わり先の財投特会に償却財源がないというならまだしも、１７兆円もの剰余金を有

するのである。財投特会の不良債権を他の特会に肩代わりさせる以上は財投特会自身も

負担するのが物事の道理ではないであろうか。

�　財務省（������������	
��	����
���	�
���	２００２���０２�０８�����）では、「財政投融資に

よる財投機関（本四公団）については、いわゆる不良債権はなく、従来からその返済は

滞りなく行われている」と説明している。しかしながら本四公団の実態は前述のとおり、

民間企業であれば、いわば実質破綻先に相当するものである。今回の緊急措置法でも「本

州四国連絡橋公団の危機的な財務状況にかんがみ、公団の債務の負担の軽減を図る」（第

１条）こととされている。このように、法律上本四公団の危機的な財務状況を認めてい

― ―��

財政融資資金特別会計の財務状況

道路特定財源



るのであれば、その負担を国民（道路特定財源）に押しつけるのではなく、公団のいわ

ばメーンバンクである財投自身に真っ先に債権を放棄させるのが筋ではないであろうか。

　ここ数年金融機関の不良債権処理が大きな問題となったが、現在民間金融機関は赤字

を出してまで不良債権の償却を行い、企業の再生のため債権放棄を行ってきている。ま

して財務省は、本四公団の経営に関与していない地方公共団体と異なり、財投計画、経

理担当役職員の派遣等を通じて深く公団経営に関与してきている。このため、融資者と

しての責任を全うすることも必要ではないであろうか。

　幸い、前述の財投特会の財務内容をみると、１３年度に会計処理を発生主義に変更して

２兆４，８４５億円のいわば特別利益を計上している。期間損益に影響しないこの特別利益を

償却原資（公団債権の放棄と一般会計への繰入）に活用すれば、高速道路並みの通行料

金を実現できるのである。　

�　なお、財務省では特別会計も含め、特殊法人の財務諸表については、昭和６２年の

「特殊法人等会計処理基準」に基づいて発生主義会計を指導している。しかしながら、

お膝元の財投特会が、資金運用を業務としているにもかかわらず、最近まで現金主義で

あったのは理解に苦しむところである。因みに、財投原資を提供している郵貯特会は発

生主義会計である。

　重要なことは、後述のとおり、平成１０年の国鉄清算事業団や国有林野事業特別会計と

いった財投機関の債務処理で、２８兆円もの膨大な不良債権を国民に肩代わりさせた財投

が今日累計で１７兆円もの膨大な利益をあげている、このことをほとんどの国民は知らさ

れていないということではないだろうか。特に、１３年度は上記会計処理の変更も含め５

兆４千億円もの利益を上げている。公団のメーンバンクでもあり、並大抵の利益ではな

い。マスコミ報道も全くなく、国民のみならず、国会議員や道路関係四公団民営化推進

委員会ですら知らない節がみられる。

　国民に散々負担を肩代わりさせておいて、いざ自分が儲けているときは積極的な公表

はしない。こんなことでは、国民の理解は得られないのではないだろうか。

７．財投機関の不良債権処理の先例

　この本四公団の不良債権処理に関連して、平成１０年に国有林野事業や国鉄清算事業団

といった財投の融資先が事実上破綻しているが、この両財投機関だけで実に２８兆円もの

いわば不良債務が、たばこ特別税の創設や郵貯特会（郵貯利用者）等を通じて国民に肩

代わりさせられている。
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�　国有林野事業

　このうち国有林野事業は、本四公団と同額の３，８兆円の債務を抱えて行き詰まった。こ

の国有林野も地域的な偏在がみられるが、地元負担が問題になることはなく、２，８兆円も

の債務が一般会計（税金）に肩代わりされた。のみならず残り１兆円の債務も一般会計

から利子補給をするという、本四公団の債務処理に比べ、まさに至れり尽せりの状況と

なっている。

　しかしながら、財務諸表からみる限りでは、こうした大盤振る舞いにかかわらず、そ

の後の売り上げは年々減少、一般会計から利子補給しているにもかかわらず、毎年損失

を計上し、逆に借入金は再び増加している状況となっている。
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　森林の３割は国有林であるが、果たして国

自身がこれほど膨大な森林を保有しておく必

要があるのであろうか。この広大な国有林

（土地）の現在の簿価はわずかに３，２２１億円。

この国有林を前述の「１地域経済再生への考

察」で触れたように国民に払い下げすれば、

５０年といわずもっと短期に返済できるのでは

ないであろうか。森林を活かしていく工夫も

必要ではないだろうか。

�　国鉄の民営化

�　一方、旧国鉄も、昭和６２年の国鉄の民営化当時、膨大な財投債務（借金）を抱え行

き詰まっていた。当時、民営化により国民の負担（財投債務の肩代わり）は、国鉄の土

地や��株式を処分して約１４兆円で済むはずであった。しかし、平成１０年に国鉄清算事業

団を清算してみると、国民負担が約２４兆円に膨れ上がった。のみならず、売れ残った土

地や��株式は国鉄職員の年金に充てられるという。こうした旧国鉄職員の年金は厚生年

金や共済年金もその負担を一部肩代わりし、今日の年金財政圧迫の礎ともなっているが、

国鉄民営化により膨大な負担を国民は背負わされたのである。

�　また、この国鉄清算事業団の債務処理にあたっては、その無利子債務８．１兆円を国が

免除している。いいかえると、国ですら債権放棄しているのである。今般の本四公団の

債務処理にあたり財投が債権放棄できないという理由が見当たらないのではないであろ

うか。

　財投特会が国の機関（本四公団）の債権を放棄することは、財投債制度ひいては国へ

の不信を招き、財投債の金利上昇を通じて国民の負担増につながり、財投がその債権を

放棄することはできないとする考え方がある。しかしながら、逆に財投特会が今日１７兆

円もの剰余金を出しているということは、財投機関（借入先）の金利負担等を通じてそ

れだけ国民に負担をかけているとも考えられるのではないだろうか。

�　さらに、国鉄清算事業団や国有林野特会の債務処理にあたっては、その財源として、

たばこ特別税が創設されたほか、郵貯特会が１兆円負担している。当時は、今日と異な

り財投に原資を提供している郵便貯金特別会計が、次表のとおり、かなりの剰余金（平

成８年度４兆３千億円、９年度４兆９千億円）を抱えていたことから、この郵貯特会に

１兆円（平成１０～１４年度各２，０００億円）、剰余金の約２０％を肩代わりさせている。

　今般の本四公団の債務処理にあたり、財投特会が今日多額の剰余金を生じているから

といって、本四公団という特定の財投機関（借入先）のみを救済することはどうかとい

う考え方もある。しかし、逆に当時多額の剰余金を生じていた郵貯特会がなぜ国鉄清算

事業団や国有林野事業という特定の財投機関の債務を負担しなければならないのかとい
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うことにもなる。

　当時、郵貯特会が１兆円負担するにあたり、与党３党と官房長官、蔵相、郵政相らの

間で「本来預金者に還元されるべき積立金であり、２００２年度に適切な措置を検討する」

との確認書が交わされている（９７．１２．１９毎日新聞）が、結局は郵貯特会に還元されずに

終わっている。

　なお、郵便貯金や年金積立金は、従来、郵貯特会が資金運用部（財務省）に預託して

運用する仕組みであったが、　１４年度に郵貯特会は郵政公社に移行し、公社が全額自主運

用するシステムに変わった。このため、財政投融資は、１３年度から金融市場を通じて間

接に調達（財投債）して運用、財投機関も市場から資金の一部を調達（財投機関債）す

るシステムに変更されている。

　現在、構造改革の一環として、道路公団の民営化とともにこの郵政公社の民営化が俎

上に上ってきている。運用面で「郵政公社→金融市場→財投」と屋上屋を重ねることに

なるこの財投にメスが入らないと片手落ちになるのではないだろうか。

８．立法措置への対応

　いずれにしても、財投特会（財務省）が英断を奮い、期間損益に影響しない２兆４，８４５

億円を拠出すれば、道路関係４公団の民営化に新たな展望が開けてくる。

　前述の国鉄清算事業団や国有林野事業の債務処理にあたって、「一般会計における債務

の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関する法律」という特別の立法措置

を講じている。したがって、今回も道路関係４公団の民営化が行われる際、この法律に

ならい、まず、一般会計が本四公団債務（１３年度末３兆８，３１４億円）を承継する。これ

を道路整備特別会計（１兆３，４００億円）に加え、財投特会が２兆４，８４５億円の範囲内で肩

代わりするという形式を採れば、高速道路並みの通行料金が可能となってくるように考
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えられる。

　場合によれば、議員立法という手もある。予算を伴う法案は衆議院で５０名以上、参議

院で２０名以上の賛同者があれば提案できることになっている。地元８府県の国会議員等

が一致団結すれば、議員立法も可能ではないであろうか。

９．おわりに

　先の総選挙では、「道路４公団の民営化」か「高速道路の無料化」かが政権公約の大

きな争点となった。しかしながら、そこでも、ここ数年１７兆円もの膨大な利益をあげて

いる財政投融資、いわば公団のメーンバンクである財投の負担が全く論じられていない。

　現在、４公団は、建設中のものも含め上記のとおり約５７兆円の道路資産を抱えている。

この道路資産には、道路を買収するための移転・漁業補償費や建設期間中の借入金金利

・人件費が資産計上されているほか、減価償却が行われていない。加えて買収単価も高

く設定されている。公団を民営化し、民間並みに会計処理すると、かなりの評価損が生

じるのではないであろうか。また、高速道路の無料化にしてもその財源は道路予算、つ

まり国民負担で償還するとしている。

　いずれにしろ、不良債権化してきている約４０兆円の公団債務を、いかに国民に転化し

ていくかが今回の政権公約の大きな争点であり、このまま、高速道路の無料化、あるい

は民営化が行われれば、かっての国鉄民営化同様、膨大な負担を国民は強いられること

になるのではないだろうか。先般の本四公団の債務処理はまさにその縮図であり、単に
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第１条（趣旨）

この法律は、最近における一般会計の収支が著しく不均衡となっている状況において、本州四

国連絡橋公団の長期借入金に係る債務等を一般会計において承継することに伴い一般会計の負

担が増加することにかんがみ、財政融資資金特別会計からの一般会計への繰入れの特例措置を

講ずるものとする。

第２条（財政融資資金特別会計からの一般会計への特別繰入金の繰入れ）

政府は、一般会計の歳出の財源に充てるため、財政融資資金特別会計から、２兆４，８４０億円に相

当する金額を限り、予算で定めるところにより、一般会計に繰り入れるものとする。

２　前項の規定による繰入金（以下「特別繰入金」という。）に相当する金額は、財政融資資

金特別会計法（昭和２６年法律第１０１号）第８条の規定による財政融資資金特別会計の積立金の額

から減額して整理するものとし、特別繰入金は、当該会計の歳出とする。

附　則

第１条（施行期日）

この法律は、公布の日から施行する。

第２条（検討）

政府は、財政投融資事業の経営の健全性の確保の観点から必要と認められる場合には、繰り入

れた特別繰入金の総額、同事業を取り巻く経済社会情勢等を踏まえ、同事業の経営の健全性の

確保のための適切な措置を検討する。



四国一地域の問題ではなく、全国レベルの問題である。

　因みに、本州と九州を結ぶ関門海峡には、�高速道路である関門橋（下関～門司間４．３

�、日本道路公団、通行料金３５０円）、�関門鉄道トンネル（約３．６�、海底部分１，１４０ｍ）

のほかに、�関門国道トンネル（７８０ｍ、車道と人道の上下２段式、自転車（２０円）以

外は無料）、�新関門トンネル（新幹線、約１８．６�、海底部分８８０ｍ）と多様な交通手段

が用意されている。

　こうした比較をみると、折角３本もの橋（国道）を架けたのである。何も眺望のいい

瀬戸内海を３本とも高速で渡る必要はない。将来の道州制も踏まえ、１本は生活道路と

して無料化し、１本は観光道路として低有料化、残り１本を高速道路として有料化すれ

ばいい。その前段階としても、せめて一般の高速道路並みには下げてほしいものである。

日本が技術の粋を集めて建設した世界に誇れるこの「本四架橋」も、この異常に高い通

行料金では外国人観光客の物笑いの種であり、日本の恥でもある。

　昨年、「高速道路並みの通行料金」を求め、坂出商工会議所が児島・坂出ルートを中心

に１０８万人もの署名を集め、これに呼応する形で今治商工会議所も尾道・今治ルートを中

心に１２０万人もの署名を集めている。四国の人口は約４００万人、この署名の重みは非常に

大きい。国会議員とりわけ地元国会議員はその真価を発揮し、「一将（財務省）成りて

万骨（国民）枯る」ではなく「一将功（英断）成りて万骨（国民）も成る」にしてほし

いものである。
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